戦略プロジェクト（政策課題協働型）応募書
１．戦略プロジェクト（政策課題協働型）について
①　戦略プロジェクト（政策課題協働型）の応募する課題テーマ（記入必須項目）
□　脱炭素地域づくり
□　地域におけるネイチャーポジティブの実現
□　地域におけるサーキュラーエコノミー（循環経済）の実現
□　地域循環共生圏の実現
②　戦略プロジェクト（政策課題協働型）の事業について（記入必須項目）
要望書に記載の事業を実施するにあたり、2026年度以降代表団体及び代表団体が想定する実行団体によるコンソーシアムの実施予定体制図及び各役割を記載ください。
＜コンソーシアムの体制図＞
	


＜代表団体の役割、実行団体に求める役割＞
	組織名
	役割
	代表団体又は実行団体

	特定非営利活動法人〇〇
	〇〇事業に関する全国的な調査、実行団体同士の連携強化に向けた戦略会議の開催
	代表団体

	
	
	実行団体

	
	
	実行団体

	
	
	

	
	
	


※列が足りない場合は列追加してご記載ください。
③　環境省や地方環境事務所等との協働実績について（該当がある場合は記入必須）
　環境省や地方環境事務所等との協働実績があれば案件名、実施時期等を記載してください。
２．常勤職員への人件費について（団体内の常勤職員の人件費を助成金で支出する見込みの場合は記入必須）
①　要望する助成事業において、常勤人件費対象者の活動への関わりについて記載ください。常勤人件費対象者は要望書の「その４．要望活動の実施体制」の活動実施体制の中の担当者としてください。列が足りない場合は列追加をして記載ください。
	
	職務形態
	氏名（※）
	助成活動における役割

	例
	プロジェクトリーダー
	環境　次郎
	〇〇地域の持続的な生物多様性保全に向け、地域資源を活用した商品開発事業への従事

	１
	
	
	

	２
	
	
	

	３
	
	
	


※要望書提出時点で雇用されていないなど担当者が確定していない場合は、「職務形態」「氏名」は「未定」と記載した上で、「助成活動における役割」のみ記載ください。
②　「職務形態」及び「氏名」に「未定」と記載された方は今後の見込みについて以下より当てはまるものを選択してください。
□　要望書提出後、助成事業が開始するまでに、雇用する予定
□　団体内部の職員から助成事業の担当者を今後選定する予定
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
③　常勤人件費対象者における人件費の計上予定額及び助成活動における従事割合について記載ください。助成活動の従事割合とは、対象者の業務全体の中の地球環境基金事業への従事割合を指します。
1人目（氏名：　　　　　）

	
	常勤人件費の総事業費
	常勤人件費の助成申請額
	助成活動への従事割合

	1年目
	(600)千円
	(500)千円
	(70)％

	2年目
	千円
	千円
	％

	3年目
	千円
	千円
	％

	4年目
	千円
	千円
	％

	5年目
	千円
	千円
	％


2人目（氏名：　　　　　）
	
	常勤人件費の総事業費
	常勤人件費の助成申請額
	助成活動への従事割合

	1年目
	千円
	千円
	％

	2年目
	千円
	千円
	％

	3年目
	千円
	千円
	％

	4年目
	千円
	千円
	％

	5年目
	千円
	千円
	％


※3人以上の従事者がいる場合は、2人目の表をコピー＆ペーストしたうえで、記載してください。
３．活動基盤強化への取組について（活動基盤強化費を計上する場合は記入必須項目）
1 団体が活動基盤強化に取り組む目的、背景及び実施概要を記載ください。
	活動基盤強化に取り組む目的、現状の課題
	活動基盤強化に向けた実施概要

	（例）
助成終了後も継続して、〇〇事業に取り組むために、自己収入の柱として地域資源を活用した商品開発事業に取り組む予定だが、団体内にマーケティングやファンドレイジングの専門家がおらず、知識やノウハウを習得する必要があるため。

	（例）
・現状の要望活動の強み、課題等の分析
・関係者との協働事業の創出に向けたノウハウ習得
・団体のスタッフのマーケティングスキル向上に専門アドバイザーの委嘱



2 活動基盤強化に取り組むうえで、具体的な実施内容、実施時期等について記載ください。現時点で決まっていない場合は「未定」と記載ください。
	実施内容
	実施期間（2025年度のみ）
	関係する中間支援主体等
	総事業費
	助成申請額

	（例）〇〇に関する研修の受講
	7月～9月頃
	・NPO法人〇〇
	100千円
	80千円

	
	
	
	千円
	千円

	
	
	
	千円
	千円

	
	
	
	千円
	千円


③　②に「未定」と記載された方は今後の見込みについて以下より当てはまるものを選択してください。
□　要望書提出後、助成事業が開始するまでに検討する。
□　助成事業開始までに検討が難しいため、内定された場合、助成事業開始後に検討する。
□　団体内での検討が難しく、地球環境基金のサポートを受けたい。
□　その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

